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この発展過程において、生産については、飼養戸数が減少する中で、配合飼料、鶏用ワクチン、
ケージ飼育、自動給餌器等の開発・普及により、生産性の向上とともに省力化及び１戸当たりの飼
養規模の拡大が進展し、その生産基盤の維持拡大が図られてきた。
しかしながら、近年の養鶏をめぐる状況を見ると、需要がかつての増加傾向から横ばい基調に移
行する中で、鶏ふん処理等の環境保全対策や、世界の主要生産国及びアジア諸国で発生している高
病原性鳥インフルエンザをはじめとする各種疾病に対する衛生対策、更には、鶏卵の賞味期限表示
に関する新たなマニュアルの遵守等消費者の品質及び食の安全に対する要望への対応が強く求めら
れている。
また今後、ＷＴＯやＦＴＡ交渉の進展による一層の国際化が予想される中で、輸入品に対抗すべ
く、より一層の生産コストの低減、品質の向上等によるブランド化の取組が行われている。
２ これまでの改良の取組と成果
\ 改良事業等の変遷
養鶏の発展過程において、鶏の育種改良による能力の向上は、飼養・衛生管理技術の改善とと
もに、生産性向上の面で大きな役割を果たしてきた。
我が国における卵用鶏の改良は、大正期以降、民間育種家において実施され、世界でもトップ
レベルの鶏が作出されていたが、昭和30年代からは海外から大規模飼育に適した斉一性の高い外
国銘柄鶏が輸入され、そのシェアを伸ばした。一方、肉用鶏については、卵用種及び卵肉兼用種
を肉用として利用する生産方式から、海外から産肉性の優れた肉用種を導入し、短期間で肥育し
て出荷する生産方式が急速に広まった。
この間、我が国独自の鶏の造成を行うべく、国（独立行政法人家畜改良センター）は、自らの
羽毛色を発現しない地鶏生産に適した増体性が高く肉質の優れた肉用鶏や産卵性や卵質に優れる
等在来種との交雑に適した卵用種鶏を都道府県及び民間に供給することにより、国は集団遺伝学
に基づく系統造成、都道府県や民間は組合せ検定による卵用鶏及び肉用鶏（国産鶏）のための育
種改良事業を実施している。
こうした取組により、我が国の鶏の改良は、能力的に外国銘柄鶏と遜色のない水準まで向上さ
せることを目標に実施してきたところであり、肉用鶏については未だ能力的に外国銘柄鶏に比べ
若干劣るものの、卵用鶏についてはほとんど遜色ない水準に達している。
また、近年、消費者ニーズの多様化等に応えて、卵用鶏については特色ある卵を産む鶏の作出
が取り組まれており、また、肉用鶏については一般的なブロイラーとは異なり、在来種等を利用
した特色ある鶏の作出が全国各地で取り組まれている。これらの鶏作出用の基礎鶏（能力が明ら
かな系統の鶏）の育種改良において、独立行政法人家畜改良センター及び都道府県が大きな役割
を果たしている。

] 成果
外国銘柄鶏を含めた我が国全体の鶏の能力の推移としては、次のとおりである。
卵用鶏については、産卵率、飼料要求率等の経済形質において、最近鈍化傾向にはあるものの、
過去20年間に産卵率が79％から85％に、飼料要求率が2•2から2•1になる等着実に向上している。
肉用鶏についても、体重、飼料要求率等の経済形質において、最近４年間はほぼ横ばいである
ものの、過去20年間に体重が2•2‰から2•7‰に、出荷日齢が55日齢から50日齢に向上し、飼料要
求率は2•0からほぼ横ばいの1•95になっている。
また、国産鶏の肉用鶏としての出荷羽数が食鳥全体の出荷羽数に占めるシェアはわずかではあ
るものの、都道府県や民間で作出した在来種等を利用した特色ある地鶏等は現在47銘柄まで増加
している。
また、国が改良した種鶏はその地鶏等銘柄の８割の生産に利用されており、各地域における特
色のある鶏生産に貢献しているところである。さらに、独立行政法人家畜改良センターで作出し
た銘柄鶏「はりま」や「たつの」の出荷羽数も拡大してきている。卵用種や卵肉兼用種において
も、都道府県・民間での作出が進められており、独立行政法人家畜改良センターでは銘柄鶏「岡
崎おうはん」を作出し、今後の出荷羽数の拡大が期待される。
以上のとおり、鶏の育種改良の成果は、飼養管理の技術の改善と相まって、我が国の養鶏の生
産コストの低減及び体質強化とともに、消費者ニーズへの対応に役立っており、我が国養鶏生産
の基盤を支えるものとなっている。
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押収物還付公告

下記の押収物は還付不能につき、刑事訴訟法第
499条の規定により公告する。受還付人は、同条
第２項所定の期間内に還付の請求をされたい。

記
東京地方検察庁検察官

平成21年検第6306・6307号覚せい剤取締法違反等
被告等事件（平成21年領第1949号） 1．現金
17¶000円
平成21年検第15674号わいせつ図画販売等被告事
件（平成22年領第1706号） 1．現金81¶000円
平成21年検第12903・12904号わいせつ図画販売目
的所持被告事件（平成22年領第2112号） 1．現
金31¶000円
平成21年検第12903・12904号わいせつ図画販売目
的所持被告事件（平成21年庁外領第4395号） 1．
ＤＶＤクリアケース１箱。2．ＤＶＤビデオ
32¶620枚と１袋と５箱。3．ＤＶＤプレーヤー１
式。4．案内表１枚。5．お会計票１枚と５束。6．
お会計表１束。7．鍵２束。8．紙袋１袋と１束。
9．水道・下水道ご使用量等のお知らせ１枚。10．
注文表１枚。11．テプラ２台。12．デュプリケー
タ４台。13．テレビ１台。14．ノート１冊。15．
ビニール袋１束。16．ビニール袋等１袋。17．ファ
イル３冊。18．封筒２枚と２通と１束。19．封筒
等１束。20．ボールペン１ケース。21．メモ板11

個。22．メモ紙７枚と１式。23．リスト表４ファ
イル。24．リモコン１個。25．料金表１枚。26．
領収証２通
平成17年検第30599号窃盗未遂被疑事件（平成22

年領第2131号） 1．現金74¶000円
平成21年検第23138号わいせつ図画販売目的所持
被告事件（平成 22年領第 2144号） 1．現金
115¶000円
平成21年検第23138号わいせつ図画販売目的所持
被告事件（平成21年庁外領第7121号） 1．ＤＶ
Ｄジャケット１束。2．ＤＶＤビデオ98枚。3．受
付メモ２冊。4．カギ１個。5．紙袋２枚。6．看
板１枚。7．契約書１通。8．ジャケットカタログ
ファイル５箱。9．注文メモ１綴。10．電話機１
台。11．番号札９枚。12．筆記用具１式。13．メ
モ紙１組。14．料金表１枚

平成22年検第1842号覚せい剤取締法違反被疑事件
（平成22年領第2180号） 1．現金15¶100円
平成22年検第1842号覚せい剤取締法違反被疑事件
（平成22年庁外領第1276号） 1．アルミホイル
１箱。2．アンプル９本。3．覚せい剤７袋。4．
金具８個。5．カプセル５錠。6．皮片１個。7．
計量器１台。8．計量器ケース１袋。9．錠剤11錠。
10．チャック付ビニール袋８袋と１式。11．手帳
ケース等１個。12．ドライバーセット１組。13．
粉末１袋。14．ポーチ１個。15．綿棒９本
平成21年検第28097号わいせつ図画販売目的所持
被告事件（平成 22年領第 2239号） 1．現金
96¶000円
平成21年検第28097号わいせつ図画販売目的所持
被告事件（平成22年庁外領第809号） 1．ＤＶＤ
ビデオ105枚。2．鍵１個。3．貸室賃貸借契約書
１袋と１通。4．カタログ27ファイル。5．紙袋６
袋。6．看板４枚。7．札入れ１個。8．整理札１
セット。9．日計表１束と４冊。10．ビニール袋
１束。11．封筒１束。12．メモ紙２枚と２束。13．
料金表１枚
平成21年検第21802号わいせつ図画販売目的所持
被告事件（平成 22年領第 2278号） 1．現金
15¶000円
平成21年検第21802号わいせつ図画販売目的所持
被告事件（平成21年庁外領第6819号） 1．ＤＶ
Ｄビデオ23枚。2．ＤＶＤプレーヤー１台。3．鍵
１個。4．カタログ15冊。5．看板１枚。6．ジャ
ケット写真17枚。7．請求書１枚。8．注文メモ９
枚。9．ノート１冊。10．番号札８個。11．ビニー
ル袋２袋と２束。12．封筒１束。13．付せん１枚。
14．ポーチ１袋。15．ボールペン２本。16．メモ
２枚。17．メモ帳１冊。18．リース契約証書１冊。
19．料金表１枚
平成21年検第1667号わいせつ図画販売目的所持被
告事件（平成22年領第2282号） 1．現金45¶000

円
平成21年検第1667号わいせつ図画販売目的所持被
告事件（平成21年庁外領第582号） 1．ＤＶＤケー
ス１枚。2．ＤＶＤビデオ35枚。3．売上帳１冊。
4．鍵１本。5．カタログ45冊。6．携帯電話１台。
7．在庫表１束。8．スタンプ１個。9．番号札14

枚。10．ボールペン２本。11．ホワイトボード１
枚。12．メモ板２枚。13．メモ紙１束。14．メモ
帳１冊。15．料金表５枚›
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